






































































































































































































































































後10 年間で THE 世界大学ランキングトップ100 に
10 校以上、③研究者の研究活動活性化、を掲げている。
もちろんこれらは、この事業だけで達成できるもので
はなく、他の事業と併せて実現するものである。
このインパクトを実現するために、この事業とし
出所：文部科学省研究振興局
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てはどこまでを目指すのかがアウトカムになる。主
要なアウトカム指標を①「人件費の自主財源化」、②
Nature Index（主要科学ジャーナル82誌に掲載され
た論文の著者所属情報を収録するデータベース）論文
数や、国際共著論文率としている。
①については、URA の重要性が各大学の中で高ま
り定着することが研究力の向上になるという建付けに
なっていることを設定の理由としている。②は、この
事業が採択されている22機関の、事業開始前と後で
の論文数や率の比較、「NISTEP2G」［科学技術・学術
政策研究所（NISTEP）による日本国内の論文数シェ
アを用いた分類。論文数シェアが1% 以上の大学のう
ちシェアが特に大きい上位4大学を除いたグループに
分類される13機関（本事業採択10機関、非採択3機関）
が該当する］の中の採択機関と非採択機関による比較
を行うことで本事業の有効性が見えるとしている。
主な論点は、アウトカム指標の適切性、
本事業の優位性の確認方法
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議論では、アウトカム指標が適切になっているか、
ロジックモデルが論理的に構築されているかどうかな
どについて多く出された。
例えば、URA が大学の研究力強化という目的達成
のために有効であるという仮説の検証が明確かどう
か。URA の質についてはロジックモデルで加味され
ていない。アウトカム指標が URA の人件費の自主財
源化になっていると、仮に URA の質が悪かったとし
ても URA の人件費が自主財源で賄われていることだ
けをもって成果が出ているとなってしまう。以上を考
えると、人件費の自主財源化はアウトカムよりもアウ
トプットにあたるのではないか。また、URA の質の
担保に向けた取組みについてもロジックモデルに記載
し検証した方が良いのではないか、などの議論だ。
文科省としては、各大学が URA の有効性を認識し
て独自に雇用できる環境を作るというこの事業の建付
けにおいてはこの指標は必要ではないか、また質の確
保については、他の事業で行っているので、その事業
とのつながりについてもより明確にしていく旨の発言
があったが、現在のアウトカム指標であると、やはり
URA の「量」だけの視点になってしまい、「質」の視点
についても指標は必要であろう。この際、質の確保は
別の事業で目指しているため、他の事業も含めたアウ
トカム指標を設定することになる。
また、論文数などによる本事業採択機関と非採択機
関での比較について、NISTEP のグループ２に分類さ
れる母集団が限定的（本事業採択10機関、非採択3機
関）なので、統計的な厳密性の観点ではこれのみでの
比較は難しいという指摘もあった。この点は、EBPM
の捉え方にも関わる重要なポイントであろう。厳密な
統計に基づこうとすれば、変数を加味した分析なども
必要になるが、EBPM にそこまでを求めようとする
と、事業の立案、もしくはアウトカムを捉えることに
膨大な業務量を費やさなければならなくなる。まずは
ロジックモデルを構築し、その中で政策の有効性を検
証することがこの取組みの意義であると感じているの
で、EBPM に厳密性を求めるものではないと私は考
える。
なお、本事業は5年が経過した段階で中間評価を行
い、さらに今回 EBPM を実践した。その中で、本事
業の中で成果が出ているものと出ていないものが明ら
かになってきたため、今後は各大学でも同様の分析を
行ってもらったうえで、成果の高い取組みに重点的に
予算を配分するような仕組みに変更していくことも考
えていると、文科省側からの発言もあった。
以上のやり取りを踏まえて、「外部有識者」による判
定は「一部改善」。改善内容としては、
①事業の有効性をさらに検証するにあたって、研究
の対象選定の段階から検証段階を想定して事業設計を
試みる工夫が必要。
② URA の自主財源化は、アウトカム指標ではなく
てアウトプット指標にし、定性評価も含めた URA の
効果を検証する適切な指標、仕組みの構築をさらに検
討していく。
③統計的な厳密性を求める研究ではないので、
URA の活動実績を評価する際、定性情報についても
補完する形で検討していくことが必要。
④今回実施された EBPM のスキームやノウハウを
文科省の他の事業や各大学にも横展開できる工夫を検
討することが必要。
⑤このレビューのプロセスを通じて一定の成果が出
ている。同時にさらなる課題も見えてきたので、今回
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の議論を踏まえて、本事業の再構築を進めていく必要
がある。
の5点がとりまとめられた。
「ロジックモデル」によって共感性の
ある議論を目指す
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私は内閣官房行政改革推進会議「歳出改革 WG」の
一員として行政事業レビューに関わり始めてからの5
年間、常に文科省を担当しており、さらに遡ると政府
が事業仕分けを行っていた2009年～ 2012年の4年
間も、文科省の議論の際にコーディネーターとして参
加することが多かった。文科省と長くお付き合いをし
ている実感として、これまでは、先述のスパコンの議
論にも見られるように、取組みの好事例を用いたり情
緒的な言葉で事業の成果を強調することが多く、客
観性やエビデンスによる説明や資料はほとんどなかっ
た。それによって、外部の人間と担当者の議論がかみ
合わない場面も多くみられた。しかし、この数年は客
観性のある資料が増え議論もかみ合うようになったと
感じている。
主観的・情緒的な意見の言い合いは、課題の深彫り
まで至ることはあまりなく、出口の見えない水掛け論
になってしまうことが多い。一方、エビデンス・ベー
スによる議論は、事実の積み重ねに基づいた質問にな
るので、お互いの主張をぶつけるだけでなく、双方に
「気づき」を与えながら進めることが可能になる。「議
論がかみ合う」状態とはこのようなことだろう。そし
て「気づき」は、相手の言うことへの共感性がなけれ
ば感じることができない。行政事業レビューにおいて
事業担当課が共感性を持って議論に参加できれば、行
政事業レビューが始まった当初から根強く残っていた
事業担当課の「やらされ感」が大きく変わることにも
つながる。
これまでの文科省の政策遂行の背景には、教育や研
究の分野において、アウトカム指標の設定はなじまな
いという考えが一定程度あったものと感じている。
もちろん、すべての事業に明確なアウトカム指標が
設定できるわけではないと認識しているが、「アウト
カム指標が設定できない事業もある」という考えが「す
べての事業に指標を設定しなくても良い」に飛躍して
しまっているのではないかとこれまで感じてきた。先
にも述べたようにアウトカム指標が設定されていなけ
れば、その事業が何をもって成功なのか失敗なのかの
モノサシがないことになる。だからこそ何らかの指標
を探し出すことが必要となるのだが、何よりも重要な
ことは、それを考えるプロセスにある。成果は何か考
えるプロセスを経ることで事業の意義や課題が見えて
くるであろう。そして、そのためのツールがロジック
モデルであるといえる。
EBPM という手段が最大限に効果を
発揮できるタイミングとは
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EBPM はより効果の高い政策を作るための手段で
ある。したがって、この手段がいかなる場面において
も効果を最大限に発揮するものではない。
EBPM は、基本的には新たな政策・事業を立案す
る時の考え方、つまり、将来設計を描く際に使うも
のだ。行政事業レビュー、事業評価のタイミングで
EBPM を導入しようとすると、立案当時のロジック
モデルやアウトカム指標がなければ評価のための指標
も同様に示すことができなくなるし、指標を設定した
としても、後付けなので「証拠に基づいた政策立案」
とは言えなくなる。
以上のことから、EBPM がより効果を発揮するの
は、新規の政策・事業を立ち上げる時や、事業が大き
く変更される時などであろう。留意しなければいけな
いことは、手段が目的化しないこと、つまり、EBPM
の実践をすることのみが目的となってしまうことだ。
日本における EBPM の実践はまだ緒に就いたばか
り。今後事例を増やしていくことによってブラッシュ
アップされ、国民にとってより効果の高い政策が生み
出され、同時に検証されるようになることを期待して
いる。
